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町村は、食料やエネルギーの供給、水源涵養、国土保全といった国民生活の基盤を支え
るとともに、地域資源を活かした産業を育み、伝統文化を継承しながら、多様で個性豊か
な地域社会を形成してきました。
しかしながら、多くの町村では、長期的な人口減少や東京一極集中の進行により、過疎化・
少子高齢化が深刻化し、基幹産業である農林水産業は担い手不足から衰退の危機に直面し
ています。さらに、頻発する自然災害、原油価格・物価の高騰、金利の上昇は、住民生活
と地域経済に大きな影響を及ぼしています。
町村は自主財源が乏しい中にあっても、福祉・医療、教育・子育て、防災・減災など、
増大する行政需要に迅速かつ的確に対応していかなければなりません。本会では、こうし
た状況を踏まえ、住民が安全で安心して暮らせる地域社会を確立するため、地方交付税等
の一般財源総額の増額確保・充実、上下水道の更新を含めた社会資本整備、人口減少・少
子化対策及びこども・子育て政策、デジタル社会・脱炭素社会の推進など、真の地方創生
の実現に向けた取組を積極的に進めるよう、国に対し強く要請しています。

また、地域の持続的な発展のためには、若者・女性が希望を持って、安心して働き、暮
らせることが重要です。このためには、住民の最も身近な代表者である議員で構成されてい
る町村議会への更なる若者・女性の参画を図ることが必要です。近年、町村議会議員選挙
においては、無投票当選者の割合が増加し、一部の町村では定数割れも生じるなど、議員
のなり手不足が深刻化しており、若者・女性をはじめとする多様な人材が議会に参画して
いくことが、その解消の決め手の一つになります。
全国の町村議会においては、主権者教育、議会改革、議会・議員活動の豊富化、低額な
議員報酬の改善に取り組んでいます。議員のなり手不足の大きな要因である議員の処遇改
善は、町村議会の取組のみでは解決が困難な課題ですので、国においても、議員報酬適正
化や厚生年金への加入等の処遇改善に向けた取組を一層推進するよう、引き続き強く要請
していくことにしています。

地域の活力、とりわけ町村の活力なくして、日本の活力はありません。本会では、全国
926すべての町村が将来にわたり明るい展望を切り開けるよう、持続可能な地域社会の確立
に向け、全力で取り組んでまいります。
結びに、地方自治に携わる皆様のご健勝と更なるご活躍を心よりお祈り申し上げます。

持続可能な地域社会の
確立に向けて

全国町村議会議長会　　　　
会長　中　本　正　葊

(広島県安芸太田町議会議長)
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1．はじめに

当協会は、母体である（財）日本防火研究会として昭和45年12月に設立されて以降、防火及び防災・
危機管理の普及・啓発事業に取り組んできました。現在の主な事業分野は防火ポスターの作成・配
布などを行う「防火普及事業」、住宅防火防災推進シンポジウムなどを企画・実施する「住宅防火対
策推進事業」、防災・危機管理の調査研究などを行う「危機管理事業」などとなっています。本稿で
は、これらの事業のうち、一般財団法人全国市町村振興協会の助成を受けて令和 7 年度に実施した「危
機管理事業」についてご紹介します。

２．「危機管理体制調査研究事業」の実施概要

「危機管理事業」では、市区町村や地域住民向けの防災・危機管理に関する各種事業を実施してい
ます。令和 7 年度は、「 1 ．危機管理体制調査研究事業」、「 2 ．防災・危機管理啓発冊子の作成・配
布事業」、「 3 ．防災・危機管理に係る調査研究と論文集の企画・発行事業」を実施しました。これら
のうち、「 1 ．危機管理体制調査研究事業」が、一般財団法人全国市町村振興協会の助成を受けて実
施しているものであります。
「危機管理体制調査研究事業」では、市区町村の防災・危機管理業務に資する調査研究に取り組

んでいます。具体的には、防災・危機管理にかかわる「国内調査」を実施するとともに、市区町村
防災・危機管理部局や消防の職員を対象とした「研究会」を全国で開催しています。以下においては、
国内調査と研究会について、令和 7 年度の実施概要をご報告いたします。

⑴　「国内調査」
令和 7 年度は「円滑な避難所運営の実施」を研究テーマに設定し、避難所の運営を円滑に実施す

るうえでの課題やその対策案などを検討しました。調査研究の実施に際しては、明治大学名誉教授
の中邨章先生の指導を受けながら、文献調査やインタビュー調査、市区町村を対象とした質問紙調
査を実施しました。

インタビュー調査では、過去の大規模自然災害で実際に避難所の運営に携わった元避難者や施設
管理者に協力をいただき、当時の避難所運営の様子や主な問題などについて具体的な話を伺いました

（表 1 ）。特に石巻市（図 1 ）と益城町（図 2 ）は各々の災害において最も被害の大きかった被災地
となっていたため、避難所に集まる避難者の数も多い傾向にありました（市立鹿妻小学校ではピー
ク時に約1,700人、益城町総合体育館では1,300人以上の避難者が滞在）。今回のインタビュー調査から、

「安心できる避難所空間の確立」と「避難所に集まる人材の活用」が、避難者を主体とした避難所運
営において重要であることがわかりました。特に避難所のトイレ問題（例：水洗トイレが使えない、

令和7年度の助成事業令和7年度の助成事業
（危機管理体制調査研究事業）について（危機管理体制調査研究事業）について

一般財団法人日本防火・危機管理促進協会
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トイレの数が足りない）は、安心できる避難所空間の確立という点において、多くの避難所で問題と
なっていたことが改めてわかりました。

質問紙調査では、全国の市区町村（防災・危機管理部局）を対象に、避難所の運営体制や既存の
課題についてアンケートを実施しました（回答数632団体）。収集したデータを分析したところ、特
に規模の小さな自治体において、事前に避難所運営体制を構築しておくことが難しい実態が明らかと
なりました（図 3 ）。また、自治体規模にかかわらず、多くの市区町村において、避難所のトイレが
問題視されていることも明らかとなりました（図 4 ）。これらの結果から、避難所のトイレ対策と避
難所運営体制の構築が、避難所を円滑に運営していくために特に重要な課題となっていることがわか
りました。

表 1 　インタビュー対象者の概要
No. 避難所運営時の立場 避難所設置場所 対象災害

1 避難者 市立鹿妻小学校（石巻市） 東日本大震災（2011年）

2 避難者 集合住宅 1 階ロビー（仙台市） 東日本大震災（2011年）

3 避難者 町立益城中央小学校（益城町） 熊本地震（2016年）

4 指定管理者 益城町総合体育館（益城町） 熊本地震（2016年）

図 1　石巻市内にある慰霊碑

図 3　指定避難所のうち避難所運営委員会が設置されている割合（Q4）

図 2　熊本地震後に表出した布田川断層帯
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全ての調査結果を整理しながら、特に上述の 2 点（避難所のトイレ対策、避難所運営体制の構築）
を踏まえ、避難所を円滑に運営していくための対策案を検討しました。これらの成果を「令和 7 年
度 危機管理体制調査研究報告書」としてまとめ、全国の市区町村及び都道府県・関係団体に配布し
ました（図 5 ）。配布後、本調査研究報告書に関する事後アンケートを実施したところ、約 9 割の回
答団体から肯定的な評価をいただきました（例：業務に「とても参考になる」と「ある程度参考に
なる」の合計）。なお、本報告書は、当協会ホームページの「危機管理ライブラリ」に全文掲載して
います。

⑵　「研究会」
上述の国内調査と並行し、一般財団法人全国市町村振興協会の助

成をもとに、市区町村及び消防の防災・危機管理部局職員を対象と
した「地方公共団体の危機管理に関する研究会」を全国 4 か所（東
京都港区、名古屋市、福岡市、東京都豊島区）で開催しました（表
2 ）。各研究会には多くの市区町村・消防職員が集まり、講師の話
に熱心に耳を傾けていました（図 6 ）。各講演後には質疑応答の時間
が設けられており、どの会場でも講師と参加者の間で活発な意見交
換や質疑が交わされていました（図 7 ）。

図 5　危機管理体制調査研究報告書

図 4　避難所運営上の課題（Q10）
（ 5件法「 1．全くそう思わない」～「 5．とてもそう思う」）
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各研究会では事後アンケートを実施しており、各講演の内容や研究会全体について参加者の率直
な評価・意見を求めました。どの研究会も、 5 段階評価（「 1 ．参考にならなかった」～「 5 ．とて
も参考になった」）で 4 以上の評価を得ることができました（表 3 ）。全ての研究会が終了した後に

表 2 　令和 7 年度の研究会開催概要
No. 場　所 講　師 講演テーマ

1 東京研究会
時期： 5 月18日
場所：東京都港区
会場：日本消防会館
参加者数：111人

内閣府 河合 宏一 防災庁設置に向けて

関西大学 永田 尚三 わが国の危機対応の現状と課題

前総務省消防庁 東　 高士 国民保護に関する最近の諸課題等について

東京消防庁 高橋 祐司 地下鉄サリン事件後30年の軌跡

横須賀市 天沼 秀俊 横須賀市の国民保護訓練

2 名古屋研究会
時期： 5 月26日
場所：名古屋市
会場：ウインクあいち
参加者数：67人

珠洲市 泉谷 満寿裕 令和 6 年能登半島地震と奥能登豪雨におけ
る珠洲市の対応

名古屋大学 福和 伸夫 能登に学び南海トラフ地震に備える

愛知県消防学校 則武 聖子 令和 6 年能登半島地震での応援活動と愛知
県の防災対策

名古屋市消防局 永井　 敦 令和 6 年能登半島地震　緊急消防援助隊
統括指揮支援隊の活動について

3 福岡研究会
時期：10月17日
場所：福岡市
会場：アクロス福岡
参加者数：43人

熊本県立大学 島谷 幸宏 未来を拓く共創の流域治水

新潟大学 榛沢 和彦
海外との避難所運営比較と防災庁設置準備
アドバイザー会議報告書から避難所運営を
考える

黒潮町 下谷 太陽
亀谷 賢汰 避難行動要支援者個別避難計画のとりくみ

福岡市消防局 平嶋 輝彰 緊急消防援助隊の活動

4 東京研究会
時期：11月11日
場所：東京都豊島区
会場：イケビズ
参加者数：44人

新潟大学 榛沢 和彦
海外との避難所運営比較と防災庁設置準備
アドバイザー会議報告書から避難所運営を
考える

日本防火技術者
協会 関澤　 愛 大船渡市林野火災が喚起したあらたな課題

と今後の林野火災対策

総務省消防庁 岡地 俊季 救急業務の現状と課題

内閣感染症危機
管理統括庁 草壁　 京 感染症危機への対応

図 6　研究会の様子（東京都豊島区） 図 7　質疑応答の様子（名古屋市）
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講演内容を「研究会講演録」としてまとめ、上述の調査研究報告書と共に全国の市区町村などに配
布しました（図 8 ）。本研究会講演録に関する事後アンケートでは、回答団体の 9 割以上から肯定的
な評価をいただくことがきました（例：業務に「とても参考になる」と「ある程度参考になる」の
合計）。

3．おわりに

日本は自然災害の多い国であり、国内のどんな地域でも、ある日突然被災地になってしまう可能
性を秘めています。それだけでなく、近年みられる自然災害の激甚化などにより、地域住民の安心・
安全を守る市区町村には防災・危機管理の面で大きな負担が生じています。言い換えれば、市区町
村の防災・危機管理担当職員が把握しておくべき知識や取り組むべき業務は、これまで以上に多岐
にわたっていると言えます。

しかしながら、市区町村の職員は数年ごとに部署異動があるため、防災・危機管理部局に在籍し
ている間に、防災・危機管理の知識や業務を効率的に身につける必要があります。そのような状況
において、国内調査と研究会を含めた当協会の「危機管理体制調査研究事業」は、防災・危機管理
部局職員にとって防災・危機管理の最新知識を習得したり、業務を効率的に理解したりすることが
できる貴重な機会となっています。当協会としましては、今後も継続的に本事業を実施していき、
各地域の防災・危機管理体制の強化に貢献していきたいと考えています。

本稿で紹介した「危機管理体制調査研究事業」のほかにも、当協会では、防災・危機管理に係る様々
な刊行物を作成・配布しています。例えば、地域住民向けに防災・危機管理の最新情報をわかりや
すくまとめた「危機管理ハンドブック」や、防災・危機管理の専門的な知見を集約した論文集「危
機管理レビュー」が挙げられます。これらの刊行物の作成・配布を通して、地域住民や自治体職員
を含めた幅広い層へ防災・危機管理意識の普及・啓発を図っています。

最後となりましたが、本稿で紹介した当協会の「危機管理体制調査研究事業」は、一般財団法人
全国市町村振興協会の継続的な助成により、年々、充実した調査・研究会活動の実施が可能となっ
ています。この度の「会報」への寄稿機会と併せまして、この場をお借りし、関係各位に深く感謝
の意を表します。

図 8　研究会講演録

表 3 　研究会事後アンケートの結果
No. 開催地 評価*

1 東京研究会（港区） 4.81

2 名古屋研究会 4.69

3 福岡研究会 4.76

4 東京研究会（豊島区） 4.25
* 5 段階評定（「 1 ．全く参考にならなかった」
～「 5 ．とても参考になった」）
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◯ はじめに

全国市議会議長会（以下、本会という）は、地方自治法第263条の 3 に定める地方公共団体の議
会の議長が、その相互間の連絡、共通する問題協議及び処理のために設けた「全国的連合組織」で
あり、北海道から沖縄県まで、全国47都道府県の市と東京都の特別区を合わせて815市区議会の議長
により構成される総務大臣への届出団体です。

昭和 7 年 5 月の設立以来、地方自治の本旨に沿い、都市の興隆発展を図ることを目的とし、各市
議会共通の課題解決に向けて一致結束して取り組んでいます。

現在、我が国は、人口減少・少子高齢化の加速やデジタル技術の進化などにより、経済・社会・
地域の構造変化に拍車がかかっている状況にあり、東京一極集中により、過疎、過密によって、東
京と地方、双方の豊かな生活環境が失われることが危惧されています。

このため、どこに住んでいても、その地域の魅力を享受しながら、豊かに暮らせる日本を作ってい
くべきであり、真の多極分散型社会を確立していく必要があります。

また、社会経済の急速な構造変化を背景に、地方自治体の重要な意思決定を行う市議会には多様
化する民意の集約と市政への反映が期待されており、住民とのコミュニケーションを深めながら、監
視機能・政策形成機能の強化、デジタルへの対応などに取り組んでいく必要があります。

一方、小規模市議会で深刻化している議員のなり手不足が多くの市に広がることが危惧されていま
す。本会は、議員のなり手不足解消に向け、地方議会に対する住民の理解と関心を深められるよう
主権者教育を一層推進するとともに、会社員が立候補しやすい環境を整備するため、厚生年金への
地方議会議員の加入を目指しています。

こうした諸課題の解決に向け、全国815市区議会が一丸となって活動していく必要があります。
本稿では、一般財団法人全国市町村振興協会からの助成を受けて実施している事業の一つである

全国市議会議長会研究フォーラムについてご紹介します。

◯ 第20回全国市議会議長会研究フォーラムin札幌について

本会は、令和 7 年 8 月27日（水）、28日（木）の 2 日間にわたり、第20回全国市議会議長会研究フォー
ラムを北海道札幌市において、全国から約2,500名の市区議会議員等の参加の下で開催しました。

本研究フォーラムは、全国の市区議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等について情報や意
見の交換を行い、地方分権の時代にふさわしい議会機能の充実と活力に満ちた地域づくりに資するこ
とを目的に、平成18年度から、新型コロナウイルス感染症の感染拡大期を除き毎年開催しています。

第20回を迎える研究フォーラムin札幌では、「地方議会議員のなり手不足問題の解決に向けて」を
テーマとし、各市における地方議会議員のなり手不足問題に係る事例を検証するなど、改めて地方

全国市議会議長会研究フォーラムについて全国市議会議長会研究フォーラムについて
全国市議会議長会
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議会の課題を整理した上で、解決に向けた今後の方向性を展望しました。
さて、「地方議会議員のなり手不足問題」を取り巻く状況ですが、令和 5 年の通常国会において、

地方議会の役割及び議員の職務等の明確化などを内容とする地方自治法の一部改正法が成立するな
ど、多様な人材の地方議会への参画促進に向けた環境整備が進められており、若者や女性、会社員
など多様な人材の市議会への参画を促し、議会を活性化することは、多くの市議会に共通の緊要な
課題です。

一方、令和 5 年の統一地方選挙では、無投票当選者の割合が高まるなど、特に小規模市議会にお
ける議員のなり手不足が深刻化しております。

今後は、人口減少の加速化や超高齢化の進展などにより、議員のなり手不足が多くの市に広がる
ことが危惧されており、多様な人材の市議会への参画を促す対策は、議員のなり手不足を克服する一
助にもなると期待されております。

我々市議会は、各市の実情を踏まえ、主体的・持続的な議会改革を進め、それぞれ市の最高意思
決定機関として、市民にとって魅力ある議会をつくる必要があります。

第20回研究フォーラムin札幌では、各方面からお招きした講師の方々をはじめ、参加者から活発
な意見が出るなど、広く討議し、各市議会にて山積する課題解決の一助となる有意義な大会となっ
たところです。

第 1 日目（ 8 月27日（水）　於：札幌文化芸術劇場（hitaru）、札幌パークホテル）
1 日目の研究フォーラム開会式では、本会の丸子善弘会長（山形市議会議

長）は、開催の準備に尽力した札幌市議会関係各位に御礼の意を表すととも
に「二日間にわたる議論を参考にさせていただきながら、本会といたしまし
ても、議員のなり手不足解消という観点から、若者や女性、会社員等が立候
補しやすい環境整備や厚生年金への地方議会議員の加入実現、主権者教育の
一層の推進等の事項について、積極的に取り組んでまいりたい」との挨拶が
ありました。

続いて、開催地を代表して長内直也札幌市議会議長、来賓の秋元克広札幌市長は、それぞれ地元
開催に歓迎の意を表すとともに「本研究フォーラムは、全国各地の市区議会議員が一堂に会する貴
重な機会。地域社会の発展や住民福祉の向上のため、活発な意見交換と討議の場となることを大い
に期待している」との挨拶がありました。

開会式の後、元衆議院議長の伊吹文明氏が「主権を預かる誇りと責任」と題して、▽憲法と地方
自治の歩み▽首長と議会の関係▽住民から尊敬される議員へ―を内容とする基調講演を行い、続い
て行われたパネルディスカッションでは、近畿大学法学部教授の辻陽氏がコーディネーターを務め、

「多様な人材の参画促進の観点から地方議会議員のなり手不足問題を考える」をテーマに、有識者と

丸子会長（山形市議会議長）

秋元札幌市長長内札幌市議会議長 札幌市議会議員等関係者一同
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現職の市議会議長が地方議会の現状・課題・取り組むべき方向性について、それぞれ専門分野から
発言し、多角的な視点に立って議論を掘り下げました。

なお、 1 日目のパネルディスカッションの概要は、以下のとおりです。

・パネルディスカッション
　「多様な人材の参画促進の観点から地方議会議員のなり手不足問題を考える」
　コーディネーター　辻 　　陽　近畿大学法学部教授
　パネリスト	 牧原 　出	 東京大学教授
	 白石 洋一	 読売新聞東京本社政治部次長
	 山下 節子	 山口県宇部市議会議長
	 長内 直也	 北海道札幌市議会議長

辻　　第33次地方制度調査会の答申で多様な人材の参画を前提とした議会運営、住民に開かれた議
会のための取組、勤労者等の立候補環境の整備などが求められ、令和 5 年に地方議会の役割及
び議員の職務等を明確化した地方自治法改正に至り、地方議会に係る手続のオンライン化も進
んできた。この点についての考えを。

牧原　総務省は、高齢者人口が最大となる2040年を見据えて、今後の自治体行政のあり方を展望し、
早急に取り組むべき対応策の検討を目的として「自治体戦略2040構想研究会」を立ち上げ議論
を重ねた。

　　　しかしながら、想定よりも早く人口減少が進行していることから、今後は人口減や感染症の
危機という同時に生じる課題に対応するため、イノベーションを活用しながら、地方議会のあ
り方を変えるということが求められるのではないか。

白石　読売新聞記事で「統一地方選＆なり手不足」を検索したところ、令和元年は49件、令和 5 年
は112件と記事が倍以上に増えており、なり手不足は深刻な問題となっている。

　　　また、統一選前に有権者 3 千人を対象とした調査を実施したところ、▽立候補するにはお金
がかかる▽議員の仕事に魅力を感じない▽落選後は職を失う―が上位を占めており、特に経済

伊吹文明氏（基調講演）

白石洋一氏
（パネルディスカッション）

辻陽氏
（パネルディスカッション）

山下節子氏
（パネルディスカッション）

牧原出氏
（パネルディスカッション）

長内直也氏
（パネルディスカッション）
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的リスクや職業としての魅力の低さが政治参加を妨げる要因となっている。
山下　大切なことは、議員としての資質と見識を有する人物が立候補すること。そのためには、現

役世代が立候補しやすい環境の整備と市民に議員の仕事の魅力を知ってもらうことが重要だが、
現役世代が仕事を辞めて市議会議員になるには、多くの不安が立ちはだかる。

　　　なり手不足対策に向けて早急に取り組むべきことは、厚生年金への地方議会議員の加入であ
り、議員も市職員と同じ地方公務員共済組合員の資格を取得できるよう働きかけることが重要
である。

　　　一方、議員は見識をさらに深める必要があり、市政の課題に向き合う時間を確保するため、
議員活動に専念できる環境整備が必要。宇部市では今年4月、資質を備えた若い人材が議員にな
れるように議員報酬の見直しを含めた対策を検討するため、「議会のあり方検討特別委員会」を
設置した。

　　　もう一つの大きな課題は、議員がどのような活動をしているのか市民が知らないため、議員の
仕事の魅力を知ってもらうことが重要。議員活動を活性化すれば仕事の魅力が高まり、情報発
信を強化することで住民との接点が密になり、議員活動の情報発信の強化も必要である。

　　　また、宇部市では高校生議会や子ども選挙などを通し、身近な課題を自分事として考え、議
論し、合意形成を図ることの大切さや地方議会・議員の役割について周知を図り、議会が主体
的に行う主権者教育を展開している。

長内　札幌市では、令和元年の統一選において一つの行政区が無投票当選となったことに伴い、な
り手不足問題への一つのアプローチとして、令和 6 年度から議会が主体となった主権者教育の
充実を図っている。

　　　将来の地方自治を担う子どもたちに議会に対する関心を高め、多様な人材の地方議会への参
画促進という側面において極めて重要と考えており、議場を見学した学校をホームページで紹介
するほか、夏休みの自由研究に市議会を取り上げてもらうためのチラシ配布、市議会の年間活
動をわかりやすくまとめた資料の作成などの取り組みを行っている。

辻　　なり手不足問題に関する 3 つの論点として、一つ目が、議員の多様性や住民代表の確保として、
若者、女性、会社員などが立候補しやすい環境をどの様に整備するか。二つ目が、議員定数、
議員報酬のあり方をどうするか。三つ目が令和 5 年の地方自治法改正に関するものとなる。こ
れらの論点について意見を。

長内　令和 5 年の地方自治法の一部改正では、地方議会の役割や議員の職務等が明文化され、議会
は住民の負託を受け、政策を立案・決定する場であることが改めて示された。しかし、国民へ
の意識調査によると、議会の重要性は認識しているものの、議員の活動内容や忙しさについて
の理解は乏しい。特に若年層では、地方議会の役割を知らないと答えた人が半数近くに上り、
関心の低さが浮き彫りとなっている。この改正を契機に地方議会の役割を住民に具体的に伝える
取組が求められている。各自治体は独自の工夫を凝らし、住民の理解と関心を高めることが、
議会の活性化につながる第一歩となると思われる。

山下　厚生年金への地方議会議員加入を求める意見書等については、令和 7 年 7 月10日現在、全国
815市区中554（68.0％）の議会で可決されている。この取組は都道府県及び町村議長会でも進
めており、令和 6 年11月の三議長会会長会議で厚生年金への地方議会議員の加入を求める決議
を採択し、政府与野党幹部に要請活動を実施し、これを受けて自民党のプロジェクトチームで
地方議会議員の処遇改善に向けた協議が本格的に進められようとしている。
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　　　地方議会議員の年金制度は平成23年に廃止されたが、その際、法案審議における附帯決議で、
地方議会議員年金制度の廃止後概ね一年程度を目途として、国民の政治参加や地方議会におけ
る人材確保の観点を踏まえた新たな年金制度について検討を行うとされていたが、既に14年が
経過しているため、年金制度改革に向けて引き続き活動を続ける必要がある。

白石　ある都議の 1 か月の支出においては、立候補活動や議員活動などの経済的負担が相当のウエ
イトを占めている。議員の働き方には基準がなく、仕事は際限なく増える。多様な意見を反映す
るためにも、誰もが議員として活動できるような議員の働き方改革についても真剣に考えなけれ
ばいけない。

　　　また、最近「賃上げ」と言われているが、地方議会議員の賃上げは一体どうなのかという議
論を深め、世間に問う必要があるのではないか。

牧原　令和 5 年の地方自治法の改正に至る議論の中で、議会に関する法改正について、法的な意味
がないとの意見もあったが、本日の議論を聴いて心意気や意識がいかに大切かと痛感した。

　　　現代では、10年に一度はパンデミックの危機が起こっている。これに対して議会の対応が大
きな課題となるが、起爆剤はデジタル化である。病気・育児・介護などの様々な事情を抱える
議員において、オンライン議会が極めて重要となってくる。

　　　オンライン議会は憲法上の出席要件では対面出席が原則だが、40～50代の憲法学者の間で柔
軟な解釈もあり、10年後には採決もオンラインで認めるとの説に変わってくるとも思う。また、
議事進行だけでなく、議会に関する様々なものを可視化することや市民が見てわかりやすい配信
にすることにより、なり手を広げることにもつながるのではないか。

辻　　なり手不足問題の解決に向けた提言を。
牧原　短期的な対応としては、専門人材を供給することや基幹情報システムの標準化を進めること

が重要。中期的な対応としては、人口減の進行管理を地域単位で行う枠組みをつくり、長期的
には地方制度の抜本的な見直しも必要である。どの局面でも自治体による問題解決が必須であ
り、地方議会が極めて重要である。

　　　最終的には地域の尊厳という概念が重要であるが、年配世代の安心感と若年層の満足感のバ
ランスを議論し、活性化させることも重要ではないか。

白石　クォーター制、立候補休暇、夜間議会、オンライン導入等のアイデアが検討されることが望
まれる。また、故郷に関心を持ち、様々な専門知識やアイデアを有する人達が、シンクタンク
的な役割で議会のサポートを行い、地方やふるさとに貢献してもらう「ふるさと議員制度」や、
我がまち、我がふるさとを支える議員を金銭的、資金的に支えられるよう税制的な優遇措置を
考えても良いのではないか。

山下　議員には国の構想や県、市の計画を把握し、市の現状と課題を的確に捉え、何が必要かを判
断できる力が求められている。多くの課題が山積する地方自治体で市民の安全安心な暮らしを維
持するため、執行部と政策討論を行える力を備える必要があり、その結果、素晴らしい方向に
動いて行けば、市議会議員になることを希望する人も出てくる。なり手不足対策は、現職議員
一人一人が知識を備え、議員力を高めるとともに、重責を認識しつつ市議会のあり方を変えて
いくことではないか。

長内　旭川市議会では、令和 6 年にハラスメント防止等に関する要綱を策定し、議員が安心して活
動できる環境を整備し、より多様な人材が議会に参加しやすい土壌をつくるための先駆的な取組
を行っている。また、苫小牧市議会では、令和 4 年に委員会のオンライン会議を試行的に実施
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したところ、家族の介護など個々の事情で議場に来られない場合でも、オンラインで参加可能
な環境を整えるべきとの意見が浮上した。その結果、令和 5 年に委員会条例や会議規則等を改正。
令和 7 年には会議規則を改正し、オンラインでの本会議、一般質問も実施している。

　　　このようなオンライン化への取組は、議員活動と家庭生活の両立を支援するものであり、結
果としてより多様なバックグラウンドを持つ市民が議員として活躍できる道を開くのではないか。

辻　　今回のテーマのまとめであるが、はじめに、誰もが議員になれる。お金がなくても議員になれ
る。或いは、子育てや介護に関わる方も議員になれるような環境整備が必要で、例えば、デジ
タル化によるオンライン議会の開催や議員報酬をどうするかという問題について、厚生年金の加
入の問題などと紐づけられた意見があった。

　　　もう一点は、議員の魅力や議員活動の実態について、市民に広く知ってもらう必要性について、
特に将来世代に議会、議員の魅力とその必要性について認識してもらうことについて明確になっ
たと思われる。

　　　また、短期から長期にわたり進行する人口減、デジタル化といった問題に対する処方箋につ
いても指摘があったところであり、そのためには、議員力や議会力の向上が必要だという意見が
あった。

パネルディスカッション終了後、研究フォーラム 1 日目の終わりには、次回の第21回全国市議会
議長会研究フォーラムの開催地である島根県松江市議会が登壇し、挨拶に立った野々内誠松江市議
会議長が第20回研究フォーラムの開催に当たり、札幌市議会ほか関係各位の尽力に謝辞を述べると
ともに、松江市の魅力について映像を交えながら紹介しました。

野々内松江市議会議長 松江市議会議員等関係者一同



	 2026.7　№121 ●	 13

第 2 日目（ 8 月28日（木）　於：札幌文化芸術劇場（hitaru）、札幌パークホテル）
2 日目は、課題討議として、関東学院大学法学部地域創生学科教授の牧瀬稔氏がコーディネーター

を務め、地方議会議員のなり手不足問題について具体的に取り組んでいる事例報告者が取組の内容
や成果、課題を報告し、各地方議会・参加者に向けて今後の取組の参考となる情報交換を行いました。

なお、 2 日目の課題討議の概要は、以下のとおりです。

・課題討議「地方議会議員のなり手不足問題の取組報告」
　コーディネーター　牧瀬　 稔　関東学院大学法学部地域創生学科教授
　事例報告者	 今井 康善	 長野県岡谷市議会前議長
	 平神 純子	 鹿児島県南さつま市議会議員
	 中野 　進	 石川県白山市議会議長

牧瀬　現在、特に小規模自治体において議員のなり手不足が深刻化しており、若者や女性、会社員
など多様な人材が議会に入ることが求められている。

　　　令和 5 年の統一地方選における地方議会の無投票率は、町村・都道府県議会が 3 割近く。市
議会でも小規模市においてなり手不足が顕在化している。

　　　なり手不足には 2 パターンある。 1 つ目は、勝てる見込みがないため選挙に出ない「諦観的
なり手不足」。 2 つ目は、議員になることはコスパが悪いと思われてなりたがらない「必然的な
り手不足」。議員報酬が低い、政務活動費が少ない、プライベートが確保できないなどの理由に
より立候補者が出ない。今回は、「必然的なり手不足」について議論したい。

1 . なり手不足に関する具体的な取組内容
今井　岡谷市議会のターニングポイントは、令和 5 年の統一地方選挙で無投票になったこと。この

事態に対し、なり手不足の課題に正面から取り組む覚悟で、副議長や議会改革検討委員会の正
副委員長と力を合わせ、議会力を低下させないための取組や議員のなり手不足対策に 4 つの重
点項目を掲げて取り組んだ。

　　　 1 つ目は、議会情報のオープン化。SNSによる広報活動の強化、情報発信、広聴機能の充実、

牧瀬稔氏（課題討議）

平神純子氏（課題討議）

今井康善氏（課題討議）

中野進氏（課題討議）
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市民と議会のアクセス手段等の充実などを行った。これは、市民からの厳しい言葉に応えるため
の取組の一端である。令和 6 年には、議会ホームページから議員の公約・考え方の見える化と
情報発信の強化を行った。

　　　 2 つ目は、住民の議会への参加。通常行っている議会報告会のほか、公民館講座などに出向き、
議員との対話や議場体験を行い、大変好評であった。また、中学生が地域の企業や職業を知る
イベント「中学生メッセ」において、議員がプレゼンテーションを行った。

　　　 3 つ目は、議会機能の強化。タブレット端末については、議員間の情報共有、効果的な議会
運営、事務局の負担軽減、ペーパーレス化などの推進のため、令和 7 年 8 月に導入した。

　　　 4 つ目は、議員のなり手不足対策。なり手不足の解消、議員定数、議員報酬の内容について
話し合うと同時に、選挙公営についての取組を行っている。定数割れは議員だけでは解決でき
ない問題であり、市民とともに取り組まねばならないと考えた。定数削減を求める市民は多く、
厳しい声もあった。

　　　本来、議員は市民の代表であり、民意の反映機関でなくてはならないとの想いから、議会に
ついて考えるシンポジウムを計画した。タイトルは「岡谷市に議会は必要か？」。これは多くの
反響を呼び、200人を超える多くの市民が参加した。第 1 部の早稲田マニフェスト研究所の北川
正恭氏による基調講演では、「議会の役割には民意の反映もあるということを議員が十分理解し、
市民もそれを十分理解した上で議会活動が進んでいけば議会不要論はなくなる。市民と議会が
ともに民意を反映したまちづくりを進めていくきっかけにしてほしい」との言葉があった。第 2
部はパネルディスカッションで、「岡谷市議会に18名は必要か？」をテーマに、「市民と議員の架
け橋の会」及びJCシニアクラブの代表者と意見を交わし、その後の市民との対話集会において
も多くの意見があった。

　　　対話集会後、議員が市民と向き合った感覚とアンケート結果等を踏まえ、全議員で構成する
議会改革検討委員会で議論を行った。また、シンポジウムのパネラーであった「市民と議員の
架け橋の会」から、定数削減、報酬等審議会の開催要請、議会改革の更なる推進からなる請願
が出された。令和 7 年 3 月定例会で採択され、 6 月定例会では 2 議席削減の定数条例が提出・
可決された。現在、削減後の議会運営のあり方について議論している。

　　　また、報酬については、議長が市長へ報酬等審議会の開催を要請しており、次回の選挙で定
数を大幅に超える立候補者が出ることを目標に取り組んでいる。

平神　私は、1996年に「鹿児島県内の女性議員を100人にする会」を立ち上げた。はじめに政治参
画セミナーを開催し、その後、県内の女性議員が少ない地区で出前セミナーを開催し、市町村
の男女共同参画担当者や首長と会い協力を仰いだ。その結果、このセミナーや勉強会の参加者
達から少しずつ議員が出てきた。

　　　かつて鹿児島県は女性議員の比率がとても低く、鹿児島は男尊女卑というイメージが数字に
表れていると思うと悔しく感じた。しかし、会を立ち上げた後は少しずつ比率が上がり、2023年
の統一選では鹿児島県議会が11人と、女性議員の数が全国の都道府県議会で 5 位になり、鹿児
島市議会も女性議員の割合が21％と増えてきた。

　　　私は「全国自治体女性議員マップ」を作っており、このマップでは1998年当時は女性議員が
いない地方議会が多数だったが、2024年には200自治体を切っている。鹿児島県はあと 6 自治体。
残り 6 自治体を埋めて、最終的には日本全国の自治体に女性議員を誕生させたい。

中野　白山市議会では令和 3 年の選挙で議員のなり手不足に対する危機感が顕在化し、投票率も減
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少し、非常に危機的な状態だと感じた。当時の選挙の年齢別内訳は、20～30代がおらず、60代
以上が多かった。

　　　その後、当時の正副議長や比較的若い世代の議員が中心になり、大勢の方に協力してもらい
様々な取組を行った。

　　　はじめに、女性や若い方が立候補しやすい環境づくりを主目的とした「未来へつなぐ議員の在
り方検証委員会」を設置し議論を行った。まず、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出
産補助なども欠席事由として明文化し、出産に伴う欠席期間を産前産後とも 8 週間とした。また、
委員会等でオンライン出席を可能にするとともに、病気等で議会を長期欠席した議員が復帰し
やすいよう環境を整備し、議員報酬の特例を決めた。

　　　次に、議員討論会を開催し、全議員でテーマに沿ってグループ討論を行った。これにより、
内部で今後の活動の協力が得やすくなった。

　　　さらに、市民に議会や議員についての意見を仰ぐため、「白山市の未来へつなぐシンポジウム」
を開催。費用は全議員の政務活動費を充てた。シンポジウムでは東国原英夫氏を講師に招き、
パネルディスカッションでは、他の自治体の議員二人と白山市在住の一般市民二人をパネラー
として議会や議員をテーマに活発な意見交換を行った。

　　　シンポジウムでは事前・事後にアンケートを取ったが、市議会への関心が高まったかという
設問に関し、半数以上が高まったとの回答があった。

　　　また、「市民との意見交換『みんなでギカイを考えるキカイ』」を開催し、議会側から市民と意
見交換を実施。これまで議会の意見交換会に殆ど参加してこなかった若い世代を中心に参加が
あった。

　　　当日は、①議員のなり手の確保、②投票意識の向上、③議員の兼業・請負の禁止、④適正な
議員報酬の 4 つのテーマで意見交換を行った。特に女性や若い世代から意見を得ることができ、
現在の我々の理論武装の基になっている。

　　　議長への答申を経て、議会の見える化、SNSを含めた情報発信、市民との対話、広聴活動の
拡充、魅力ある報酬、立候補の足かせとなり得る制限の緩和に取り組むべきだと改めて認識した。

　　　また、市民の多様な意見を市政に反映するため、広報広聴委員会の拡充を行った。定数を増
やし、広聴専門の委員を設け、広聴部門を強化した。さらに、議員立候補環境の改善のため、
政治倫理条例の一部を改正し、親族等の請負契約を制限する努力規定について撤廃した。

2 . 取組の成果と課題
中野　市民との意見交換では、議員にしっかりとした政策提言を求め、そうであれば議員の待遇が

良くてもいいという意見が多かった。現在の報酬や環境が良くないということを若い市民に理解
いただいたのは大きな成果であった。

　　　議会の見える化、情報発信についてはまだ不足しているが、市民との対話・広聴活動の充実、
立候補の足かせとなり得る制限の緩和についてはしっかり行うことができた。

　　　白山市議会では令和 7 年 2 月に改選が行われ、令和 3 年と比較すると40代・50代が増えてい
る。残念ながら30代以下の議員はゼロであったが、議会が見える化されれば挑戦したいという
方も現れている。今後の課題は待遇・処遇の向上にしっかり取り組んでいくことである。

平神　「100人にする会」や私個人の活動を諦めずにやり続け、成果はそれなりに出てきたと思って
いる。
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　　　活動の継続には情熱が一番大事ではないか。現在のSNS選挙などを見ていると、昔とは大分
違い、我々の世代と合わない部分が出てきているが、それを受け入れ、新しい時代に乗った形で
政治を行っていかなければならないと考える。

今井　岡谷市議会の成果は、「市民と議員の架け橋の会」からの請願が採択されて議会改革が一歩前
進したことや、シンポジウムや対話集会を経て、「私も議員になりたい」という声が出てきた。特
に嬉しかったのが、子育て中の女性たちから、政治に参加したいという声をいただいたことである。

　　　議員定数については、削減・維持ともに意見があった。削減はなり手不足を解消するもので
はなく、むしろ減らせば担い手が狭まるというリスクもある。一方、今回の削減には無投票の流
れで議員になろうという弊害を防ぐ意味もあり、成果の 1 つであると感じている。

　　　課題として挙げられるのは、 1 つ目は市民との対話を続け、議会の役割や意義を理解しても
らうことの重要性。 2 つ目は、多様な人材が立候補できる制度整備、報酬水準の見直しや活動
の柔軟化。ICT活用による負担軽減も今後進めていかなければいけないと感じた。

　　　また、岡谷市は選挙公営制度の中で郵送料しか支給されず、他のポスター代等は全て自己負
担であったが、今後は条例化されて解消できる見込みである。

3 . 解決に向けた地方議会への提言
今井　第 1 に、議会の魅力を見える化することが大事。これにはSNSや公開型の報告会、学校教育

との連携なども必要だと考えている。市民が議会を身近に感じられる工夫をしていかなければい
けない。

　　　第 2 に、多様な人材、特に女性が増えるような環境整備が不可欠で、仕事や家庭との両立を
図れるような議会を目指す。また、報酬や活動環境を見直し、ICT活用などで負担を軽減してい
くことも求められている。

　　　第 3 に、選挙の公営制度の見直しについて、岡谷市においてはできるだけ自己負担を下げて
選挙に出やすくすることも重要。

　　　この一連の流れで、多くの方々が立候補しやすくすることが大事であると思っている。
　　　佐久市議会では、広く人材を求めるために報酬を整える必要があるとして、市長とともに市

民説明会を開き、報酬の大幅引上げと 2 人の定数減を決定した。その結果、令和 7 年 4 月の選
挙では、定員24人に30人が立候補し、当選者のうち12人が新人だった。このように対話の場を
重ねることが関心を高め、立候補者の増加に繋がる。

　　　なり手不足は全国の地方議会の共通課題であり、知恵や工夫を持ち寄って学びの機会を持ち、
持続可能で魅力ある議会を築いていくことが重要である。

平神　なり手不足の深刻化は議員の責任であると考えている。執行部へ政策提言を行うには、議員
もエビデンスを解釈・考察し、相当な勉強が必要である。

中野　若い人たちなどから色々な意見を聞くことが議会改革に対する大きな原動力になっている。改
革に後ろ向きな人からの横槍が入ると揺らいでしまうため、広聴を積極的に行ったということが
我々の一番の強みだと感じている。

　　　議員の資質向上や政策提言できる力が必要。議員が知識を持って市長などに対して提言でき
ると執行部へのプレッシャーになると思う。議会がしっかりしていると中途半端な政策を通すこ
とができなくなる。

牧瀬　共通していることは、議員力の向上が絶対重要だということ。議員が学び続けることが重要で、
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そうでなければ執行部とも対峙できないのではないかという指摘もあった。
　　　また、多様な人材を増やすことは、色々な方から意見を聞くこととセットでやる必要がある。

様々な方から意見を聞き、その結果、議会のファンが増えて、多様な人材が議会に入ってくる
と思われる。

　　　何かが起きてから対応することを「対策」と言うが、何かが起きる前に手を打つことを「政策」
と言う。なり手不足について、市議会は今から手を打たなければ、深刻化してしまう。気が付
いたところは「政策」を打ち、市民との関係を強くしていただきたい。

◯ おわりに

8 月27・28日の 2 日間にわたって開催された第20回全国市議会議長会研究フォーラムin札幌。閉
会式では、山下節子副会長（宇部市議会議長）が登壇し、閉会の挨拶を述べました。

山下副会長は、「今回の研究フォーラムが、盛大にかつ成功裡に終わることができたのも、参会の
皆様方並びに温かく受け入れていただいた、地元札幌市議会の多大なるご尽力の賜物」と御礼の意
を表すとともに、次回、島根県松江市で開催される第21回研究フォーラムへの参加を呼びかけ、本
研究フォーラムの幕を閉じました。

本会では、本研究フォーラムをはじめとする様々な場面において、今後も、各方面から活発なご
意見をいただきながら広く討議し、実りある成果を得ていくとともに、真に豊かな国づくりを担うべ
く、815市区の議会がいわば「日本一丸」となって結束し、誰もが地域の魅力を享受できる、次代に
向けた「多極分散型社会」の確立に向かって、全力を傾注してまいります。

引き続き、皆様方の一層のご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。

山下副会長（宇部市議会議長）
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公益財団法人
大分県市町村振興協会

これまでの経過概要Ⅰ
当協会は市町村の健全な発展を図るために必
要な諸事業を行い、もって住民福祉の増進に資
することを目的とし、昭和54年 4月 1日に設立
され、平成25年 4月 1日に公益財団法人に移行
しました。
主な事業としては、緊急に実施を要する災害
関連事業及び施設等整備事業を対象とした資金
貸付事業や著しい社会情勢の変化と住民のニー
ズに対応できる市町村職員の人材育成を支援す
る助成事業等、目的の実現に向け様々な事業を
実施しています。

協会の概要Ⅱ
1　関係市町村数（令和 8年 4月 1日現在）
　18市町村（14市 3町 1村）

2　役員等（令和 8年 4月 1日現在）
評議員　 8名
理　事　 9名（うち常務理事 1名）
監　事　 2名

3 　職員　 4 名

4　資産状況（令和 8年 3月31日現在）
　基本財産　　　           1,000,000円
　基金積立資産　    1,734,094,777円
　長期貸付金　　  15,981,590,000円

事業の概要Ⅲ
1　資金貸付事業
　市町村の緊急に実施を要する災害関連事業及び施設等整備事業を対象に貸付を行っています。

大分県市町村会館
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　なお、貸付期間等の条件は別表 1、過去 3年間の貸付実績は別表 2のとおりであり、短期貸付
については、平成 3年度に300,000千円の貸付を行って以降、実績はありません。

消防ポンプ自動車購入事業(杵築速見消防組合)荷揚町小学校跡地複合公共施設整備事業(大分市)

別表 1　貸付条件

貸付条件 長期貸付

貸付対象 災害関連事業及びその他の事業

貸付利率 財政融資資金の貸付金利を基準に理事長が定める

償還期間 12年（うち据置期間 2年）

償還方法 半年賦元金均等償還

貸付条件 短期貸付

貸付対象 災害関連事業

貸付利率 財政融資資金の貸付金利を基準に理事長が定める。ただし、災害救助法の適用を受け
た市町村に対しては無利子とする。

償還期間 同一会計年度内

償還方法 一括返済

別表 2　長期貸付実績� （単位：千円）
年　度 貸付団体数 貸付金額

令和 5年度 11市 1町 1村 1組合 4,391,800

令和 6年度 11市 1町 1村 2組合 2,066,100

令和 7年度 11市 1町 2組合 1,622,200

2 　市町村振興宝くじ交付金等交付事業
⑴　市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ）交付金の交付事業
サマージャンボ宝くじの収益金による大分県からの交付金を、市町村が行う地方財政法第32
条及び総務省令に定める事業の財源として、県内18市町村に50,000千円を交付しています。
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⑵　新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ）交付金の交付事業
新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ）の収益金全額を、県内18市町村に交付し
ています。
� （単位：千円）

年　度 市町村交付額

令和 5年度 165,304

令和 6年度 159,452

令和 7年度 175,481

3　市町村振興事業
　市町村の振興発展を支援するため、市町村や関係団体に対し、次のとおり助成しています。

【市町村が共同設置した団体への助成】（令和 7年度実績）
　住民福祉の向上を図るため、基礎自治体である市町村が必要とする団体への助成
⑴　市長会へ運営費を助成　　　　9,000,000円
⑵　市長会、市議会議長会、町村会、町村議会議長会の研修事業への助成
　・市長会　　　　3,000,000円　　町村会　　　　　 1,300,000円
　・市議会議長会　2,397,362円　　町村議会議長会　　733,681円

⑶　市長会、町村会へ一般財団法人地域活性化センター年会費を助成
　・市長会　　　　1,960,000円（ 1市あたり　　  140,000円）
　・町村会　　　　   280,000円（ 1町村あたり　　70,000円）

【市町村職員の研修事業への助成】
　社会情勢の変化と住民の要望に対応できる市町村職員の育成支援
⑴　市町村職員派遣研修への助成
⑵　公益財団法人大分県自治人材育成センターへ運営費を助成

市町村職員派遣研修助成の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
年　度 対象者数 助成金

令和 5年度 197人 15,111

令和 6年度 228人 18,164

令和 7年度 251人 20,442
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4　災害等が発生した市町村に助成する事業
　大規模の災害が発生した市町村に対し、その復旧対策の促進が図られるよう災害支援金を交
付しています。
　なお、令和 7年度は11月に発生した佐賀関大規模火災により災害救助法第 2条第 1項の適用
を受けた大分市に対し、1,000千円を交付しました。

5　市町村振興宝くじに係る情報提供事業
　市町村の振興に関連する情報を提供するため、「大分県市町村ハンドブック」を年 1回発行し
ています。

新任課長等研修大分県自治人材育成センター

今後の運営についてⅣ
中東情勢がますます混沌とする中、物価高騰や円安を背景としたインフレの加速により、世界経
済はもとより、日本経済の不透明感はさらに増し、市町村におきましても、厳しい財政運営を強い
られることが予想されます。このような中、当協会が果たすべき役割とその必要性を改めて確認し、
資金貸付事業や各種助成事業の充実を図ることで、より一層市町村の振興に貢献できるよう取り組
んでまいります。




